
沖縄県ふるさと農村活性化基金事業運用基準

制 定 平成23年10月27日付農計第1314号

最終改正 令和３年８月12日付農計第894号

（趣旨）

第１ 本県の中山間地域においては、高齢化の進行や農業就業人口の減少、耕作

放棄地の増加等により農山村及び離島地域の持つ国土・環境保全などの公益的

・多面的機能の低下、農地や土地改良施設の維持管理活動の低下、伝統芸能継

承などの集落機能の低下、地域の活力の低下が進み、この活性化を図ることが

課題となっている。

沖縄県ふるさと農村活性化基金事業（以下「事業」という。）は、このよう

な課題に対して、中山間地域の活性化に向けた地域活動を支援する制度として

設置された沖縄県中山間地域ふるさと農村活性化基金の運用益等を活用し、地

域リーダーの活動支援や人材育成、事業のPR等を推進することで、中山間地域

の活性化に寄与するものとする。

（対象区域）

第２ 事業の対象となる区域は、沖縄県中山間地域ふるさと農村活性化基金条例

（平成５年沖縄県条例第28号）に規定する中山間地域等とする。

（事業の内容等）

第３ 事業の内容は、次に掲げるとおりとする。

(1) 調査研究事業

地域住民活動計画の策定及びそのために必要な調査研究

(2) 研修事業

(1)の調査の実施、地域住民活動の活性化に関する推進指導及び助言等を行

う人材の育成に必要な研修等

(3) 推進事業

土地改良施設や農地が有する多面的機能を維持発揮させる地域住民活動

２ 第３の１項の(1)、(2)及び(3)に規定する地域住民活動とは、次に掲げる要件

を全て満たすものとする。

(1) 農山漁村への理解を深める普及・啓発活動や、地域リーダーの育成につな

がる活動であること。

(2) 土地改良施設、農地及び農山漁村が有する多面的機能を維持発揮させるも

のであること。



（事業主体及び活動主体）

第４ 事業の事業主体は、沖縄県とする。

また、沖縄県は、次の(1)から(4)までのいずれかに該当し、委託事業を適確

に遂行するに足りる能力を有するものを活動主体とし、事業の一部又は全部を

委託するものとする。ただし、宗教活動や政治活動を主たる団体、暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律第32条第1項各号に該当する者は、事業に

関するいかなる契約、入札等に参加することはできないものとする。

(1) 土地改良区

(2) NPO

(3) 地域共同活動団体

(4) (1)から(3)までに準ずる団体、組織として知事が認定するもの

（事業手続等）

第５ 活動主体に対して事業の委託を行うときは、次のとおり手続を行うものと

する。

(1) 募集

市町村長は、事業実施地区の募集にあたって、広報誌等を活用し圏域内に

広く告知し、活動主体が事業の申請をする際には当該活動主体を指導するこ

ととする。

(2) 申請

ア 活動主体は、事業を実施しようとするときは、事業実施希望の前年度９

月中旬まで、実施地区申請書(別記様式第１号)を作成し、実施希望地区別

調書(別記様式第１－２号)及び地域リーダー名簿(別記様式第１－３号)を

添えて、市町村長に提出するものとする。

イ 市町村長は、アにより提出のあった申請書等について第３の２項を参照

して審査の上、実施希望の前年度９月末まで、実施地区申請書(別記様式第

２号)を作成し、実施希望地区総括表(別記様式第２－２号)及び実施希望地

区別調書(別記様式第１－２号)、地域リーダー名簿(別記様式第１－３号)

を添えて、沖縄県知事(以下「知事」という。)に提出するとともに、可能

な限り、市町村基金の運用益等を併せて、事業を実施するよう努めるもの

とする。

(3) 実施地区決定

知事は、(1)により提出のあった実施地区申請書等を審査の上、事業を実施

させることが適当であると認めるときは、予算の範囲内において、事業の実

施を決定するとともに、実施地区決定通知書(別記様式第３号)を作成し、速

やかに市町村長へ通知するものとする。



上記の通知を受けた市町村長は、実施地区決定通知書(別記様式第４号)を

作成し、速やかに活動主体の代表者にその旨を通知するものとする。

(4) 委託契約

ア 知事は、活動主体と委託契約を締結した際は、速やかに契約内容通知書(別

記様式第５号)を作成し、市町村長へ通知するものとする。

イ 上記アにより通知を受けた市町村は、活動主体に対し、指導を行うこと。

ウ 活動主体の代表者が、委託契約に係る書類を知事へ提出するにあたって

は、市町村を経由して提出するものとする。

(5) 活動報告

ア 活動主体の代表者は、事業実施後、活動完了報告書(別記様式第６号)を

作成し、活動報告書(別記様式第６－２号)を添えて、事業実施年度の２月1

0日までに、市町村長に提出するものとする。ただし、活動が完了していな

い場合には、中間報告として活動報告書(別記様式第６－２号)のみを提出

し、２月末までに活動完了報告書(別記様式第６号)を提出するものとする。

イ 市町村長は、アにより提出のあった報告書について確認の上、活動完了

報告書(別記様式第７号)を作成し、活動報告書(別記様式第６－２号)を添

えて、事業実施年度の２月20日までに、知事に提出するものとする。ただ

し、中間報告として活動報告書(別記様式第６－２号)のみを提出した場合

には、３月５日までに活動完了報告書(別記様式第７号)を提出するものと

する。

(6) 委託費の返還

(5)により委託契約額を確定した結果、委託費により発生した収入がある場

合には、委託者は活動主体に対し返還を命じなければならない。

２ この運用基準により、知事に提出する書類等は、所管の農林土木事務所又は

農林水産振興センターを経由しなければならない。

（事業実施期間）

第６ 第５により採択を受けた事業の実施期間は１年間とする。また、採択を受

けてから原則として５年間は、活動主体の自主財源を含めた複数年度の計画を

作成して提出し、年度ごとに採択手続を経たうえで、事業を継続することがで

きるものとする。

なお、事業終了後５年を経過した活動主体については、地域の実情を勘案し、

採択手続を経たうえで事業を実施することができる。この場合、採択を受けて

から原則として３年間は、活動主体の自主財源を含めた複数年度の計画を作成

して提出し、年度ごとに採択手続きを経た上で、事業を継続することができる。



（事業の対象経費等）

第７ 事業の対象経費等については、別表のとおりとする。

なお、１採択事業あたりの活動費は、予算の範囲内において、事業開始から

３年間は年間100万円未満、３年を経過した事業の活動費については、予算の範

囲内において年間50万円以内とする。

（その他）

第８ 事業の実施に当たっては、この運用基準に定めるもののほか、知事が別に

定めるところによるものとする。

附則

この運用基準は、平成23年10月27日から施行する。

附則

この運用基準は、平成27年６月２日から施行する。

附則

この運用基準は、平成29年７月12日から施行する。

附則

この運用基準は、令和３年８月12日より施行し、令和３年度予算から適用する。



別表

１　対象経費

①　ワークショップ等の開催に必要な費用

②　地域住民活動に必要な資材の購入費

③　地域住民活動に必要な資材・機材の借り上げ費

④　その他活動に必要と認められる経費

２　対象としない活動及び経費

①　中山間地域等直接支払交付金の集落協定に盛り込まれている活動

②　多面的機能支払交付金に盛り込まれている活動

③　農業生産基盤や生活環境基盤の改修、補修

　　　（水路、側溝の補修、道路の路面補修等）

⑤　汎用性が高く多目的利用が可能なものに関する経費

⑥　実施団体における旅費、人件費、食糧費

⑦　実施団体の自主事業として行う活動に関する経費

（注）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年5月15日法律第77号）

　第32条　国及び地方公共団体は、次に掲げる者をその行う売買等の契約に係る入札に

　　　　参加させないようにするための措置を講ずるものとする。

　　　　一　指定暴力団員

　　　　二　指定暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上

　　　　　婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

　　　　三　法人その他の団体であって、指定暴力団員がその役員となっているもの

　　　　四　指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支

　　　　　配的な影響力を有する者（前号に該当するものを除く。）

対象経費

④　土地改良区以外での除草、草刈り等清掃活動のみの維持管理作業



（別記様式第 1 号） 

 

番 号 

年 月 日 

 

 

 

○○市町村長 殿 

 

○○地区○○会代表 

氏 名     

 

 

 

沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る実施地区申請書 

 

 沖縄県ふるさと農村活性化基金事業運用基準第５の１項の(2)のアに基づき、下記のとおり

関係書類を添えて、事業の実施を申請する。 

 

記 

 

１．実施希望地区別調書（別記様式第１－２号） 

２．地域リーダー名簿（別記様式第１－３号） 



(別記様式第１-２号)  

実施希望地区別調書 

活  動  名 

 

■ 目的 

 

■ 市町村名 

 

■ 実施主体 

（主 催） 

 

（共 催） 

 

（地域リーダー） 

 

■ 実施計画 

（内  容） 

 

（参加対象） 

 

（実施時期） 

 

（人  数） 

 

（実施場所） 

 

■ 期待される事業効果 

 

■ 事業費 

支出項目 内訳（規格、数量、単価等） 金額（円） 

   

   

   

   

支出合計  



(別記様式第１-２号)  

収入内訳 

※実際の県基金からの支援額は要望

額と異なる場合があります。 

県基金（千円単位）  （   %）  

市町村基金    （   %）  

その他      （   %）  

※根拠資料として見積書等を添付してください。 

■ 消費税の取扱い 

  消費税納税義務  （ 有  ・  免除 ）←どちらかに○をつけて下さい 

 ※消費税納税義務者の場合は、消費税を除いた額が分かるように記載して下さい。 

 

【複数年にわたって活動助成を要望する場合は、年度毎の活動計画を記載してください。】 

■ 実施計画・実績 

（内 容） 

    年度： 

    年度： 

    年度： 

    年度： 

    年度： 

  

■ 事業費 

 （円） 
  活動1 年目 活動2 年目 活動3 年目 活動4 年目 活動5 年目 

 年度  年度  年度  年度  年度 

事業費合計      

内
訳 

県基金      

市町村基金      

その他 （自主財源等）      

※自主財源等を含めた事業計画となるよう作成して下さい。 

※自主財源で実施する内容は、委託費で実施する内容と経理を区別して下さい。 

※有料のイベントの実施や農作物等の販売など、収益が発生する見込みがあるものに関する経費は、委託費の対象外となります。 

■ 自主財源の内容 

（例：「○○会の会費を充当する」、「○○の収益を活動費に充てる」等） 

 

■ 本事業の実施に際し、国や県及び地方公共団体等から補助金や委託費を受けている、又は今後その

予定がある。（※どちらか該当する項目に○をつけてください。） 



(別記様式第１-２号)  

 （  ）受けている、又は受ける予定がある 

     事業名又は補助金・委託費の名称：                         

 （  ）受けていない、今後も受ける予定がない 

■ 過去に、「沖縄、ふるさと百選」で認定された実績がある。 

（※ある場合は、下記に記載してください。） 

認定年度  

部門名  

認定名  

団体名  

 

 

【過去に事業を実施し、事業終了後５年経過後に再応募する活動団体は記載して下さい】 

■ 事業利用年度 

   年度  ～       年度（   年間） 

■ 再応募の理由 

 



(別記様式第１-３号)  

地域リーダー名簿 

 

 

ふ り が な 
氏   名 

 

 
年齢  

住  所 
 〒 

  

電話番号  （自宅・勤務先・携帯） TEL  

 

これまでの活動の

経験 

内容 年月または期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※記入上の留意事項 

１ 年齢は、事業実施希望年度の４月１日現在で記入してください。 

２ これまでの活動経験には、農村地域における地域住民活動やグループ、サークルでの活動経験の主なものを記入してくだ

さい。 



（別記様式第２号） 

番 号 

年 月 日 

 

 

 

沖縄県知事 殿 

 

 

○○市町村長  
 

 

 

沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る実施地区申請書 

 

 沖縄県ふるさと農村活性化基金事業運用基準第５の１項の(2)のイに基づき、下記のと

おり関係書類を添えて、提出する。 

 

記 

  

１． 実施希望地区総括表（別記様式第２－２号） 

２．実施希望地区別調書（別記様式第１－２号） 

３．地域リーダー名簿（別記様式第１－３号） 



(別記様式第２－２号)　

市町村名:

（単位：円）

合計 市町村基金 その他 県基金

実施年度　平成 年度

0

実施年度　平成 年度

0

実施年度　平成 年度

0

実施年度　平成 年度

0

実施年度　平成 年度

0

実施年度　平成 年度

0

実施年度　平成 年度

0

実施年度　平成 年度

合　　計 0 0 0 0

有・無

本事業歴の有無
「有」に回答の場合、
実施年度を記入

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

実施希望地区総括表

優
先
度

活　　動　　内　　容活動名
参加
人数

参加
対象者

活動主体
および

地域リーダー
関連農業農村整備事業

活動
時期

活動費内訳

0



（別記様式第３号） 

 

番 号 

年 月 日 

 

 

 

○○市町村長 殿 

 

 

沖縄県知事 □印  

 

 

沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る実施地区決定通知書 

 

 ■■年■月■日付け第■号で申請のあった沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る事業

の実施の決定について、沖縄県ふるさと農村活性化基金事業運用基準第５の１項の(3)に基づ

き、通知する。なお、可能な限り、貴市町村基金の運用益等を併せて、事業を実施するよう

努めるものとする。 

 

記 

 

活動名：○○○○  

    交付額 △△△△円 

 

 

活動名：○○○○  

    交付額 △△△△円 

 



（別記様式第４号） 
 

番 号 

年 月 日 

 

 

 

○○地区○○会代表 

○○○○    殿 

 

 

○○市町村長  

 

 

 

沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る実施地区決定通知書 
 

 ■■年■月■日付け第■号で申請のあった沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る事業

の実施の決定について、沖縄県ふるさと農村活性化基金事業運用基準第５の１項の(3)に基づ

き、通知する。 

 

記 

 

活動名：○○○○  

    交付額 △△△△円 



（別記様式第５号） 

 

番 号 

年 月 日 

 

 

 

○○市町村長 殿 

 

 

 

沖縄県知事  

 

 

沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る契約内容通知書 

 

 ○○市町村字○○の活動名「○○○○」については、■■年■月■日、委託契約を行った

ので、沖縄県ふるさと農村活性化基金事業運用基準第５の１項の(4)に基づき、その内容を通

知します。 

 つきましては、当該活動の実施に際しては、指導を行ってください。 



（別記様式第６号） 

 

番 号 

年 月 日 

 

 

 

○○市町村長 殿 

 

 

○○地区○○会代表 

氏 名     

 

 

 

沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る活動完了報告書 
 

 沖縄県ふるさと農村活性化基金事業運用基準第５の１項の(5)のアに基づき、下記のとおり

関係書類を添えて、活動完了を報告する。 

 

記 

 

１．活動報告書（別記様式第６－２号） 



(別記様式第６－２号)

活動報告書

（活動タイトル）

■市町村名■

■活動主体または地域リーダー■

■活動日■

■参加者、人数■

■関連事業■

■基金事業を活用した理由■

■活動内容■

■活動効果■

■活動費用■



【写真集】①

（写真の解説を記入） （写真の解説を記入）

（写真の解説を記入） （写真の解説を記入）

（写真の解説を記入） （写真の解説を記入）

（写真の解説を記入） （写真の解説を記入）

※16枚程度の写真を抜粋して、解説を記入してください。その他の写真はデータで提供願います。



【写真集】②

（写真の解説を記入） （写真の解説を記入）

（写真の解説を記入） （写真の解説を記入）

（写真の解説を記入） （写真の解説を記入）

（写真の解説を記入） （写真の解説を記入）

※16枚程度の写真を抜粋して、解説を記入してください。その他の写真はデータで提供願います。



経費科目 数量 単価

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（  ％）

（  ％）

（  ％）

0

※事業対象経費であるか確認しつつ作成してください。

【支出実績報告書】

収入計

県基金

市町村基金

その他
収入内訳

計

その他

支出合計

金額（円）
規格

支出項目
内　訳

県
基
金
分
内
訳



（別記様式第７号） 

 

番 号 

年 月 日 

 

 

 

沖縄県知事 殿 

 

 

 

○○市町村長  

 

 

 

沖縄県ふるさと農村活性化基金事業に係る活動完了報告書 

 

 沖縄県ふるさと農村活性化基金事業運用基準第５の１項の(5)のイに基づき、下記のとおり

関係書類を添えて、提出する。 

 

記 

 

１．活動報告書（別記様式第６－２号） 


